憲法を生かす政治への転換を求めて（１０・２アピール）
2021年9月3日、菅首相は事実上の退陣を表明しました。コロナに適切に対応できず、支持率が30％を切り、間近に迫った衆議院選挙に菅首相では戦えない、という権力を担う側の判断でしょう。だとすると、なすべきことはコロナ対応の問題点を洗い出し、これからの対応について論ずることのはずです。何よりも国会を開かなければなりません。野党は、7月の段階で憲法53条に基づき臨時国会の召集を求める要求書が提出しました。しかし政府はそれを無視するという憲法違反をつづけ、政治を止めてきました。
菅首相の退陣表明後、自民党は次期総裁選びに血眼となり、メディアも総裁選報道一色となりました。9月29日、「安倍・菅」路線を基本的に引き継ぐ岸田文雄氏が自民党総裁に選出されました。しかし「安倍・菅」路線こそが、コロナへの適切な対応をできなくしたのではないでしょうか。官僚や専門家に政権への忖度を強いる強権政治、取り巻きの特権集団を優遇する「政治の私物化」、効率化を名目に保健・医療費を削減し自己責任を求める新自由主義政策、そして何よりも国家の最高法である憲法をないがしろにしてきた立憲主義破壊、これら長期政権による悪政とおごりの蓄積にこそ問題の本質があるはずです。
改憲への動きは、じわじわと進められています。先の通常国会では、憲法改正手続法が重大な欠陥部分を残したまま改定されました。改憲派議員からは、コロナ危機に乗じて緊急事態条項創設の改憲論が声高に主張されています。岸田氏も9条改憲に任期中に取り組むと明言しています。さらに注意すべきなのが、「中国脅威」を根拠に、憲法9条を無視して軍事力を強化し、日米間の軍事的一体化を強める実質改憲の動きです。来年度の防衛予算には今年度をはるかに上回る5兆4797億円が計上され、その中には敵基地攻撃能力も含まれています。4月の菅・バイデン会談では、台湾海峡での危機が想定され日本の軍事拡大が約束されました。日本は、米国主導の対中国軍事包囲網の一翼を担うといのです。万一の米中戦争時には、日本が「前線基地」になるのです。この誰もが苦しんでいるコロナ下での軍事力強化など、ありえますか。憲法9条をもつ日本が東アジアで再び戦争をはじめるなど、ありえますか。
この秋、衆議院選挙が行われます。コロナを機に政治が身近になったという人はたくさんいます。政治への不満も高まっています。それを政治へのあきらめにではなく、政治の転換へとつなげる必要があります。9月8日に、野党4党は市民連合を介して「衆議院選挙における野党共通政策の提言―命を守るために政治の転換を」に合意し、自公政治への明確な対立軸を示しました。そこには、「憲法に基づく政治の回復」、「科学的知見に基づく新型コロナウイルス対策の強化」、「格差と貧困を是正する」などが掲げられています。

今こそ、政治のあり方について広く問い、転換をもたらすことのできる時です。多くの人に今回の衆議院選挙のまたとない機会の意義を訴え、政治を私たちの手に取り戻そうではありませんか。「そうだ、選挙に行こう！」と声をかけていきましょう。
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